
中小企業のカーボンニュートラル支援策
について

令和５年３月

関東経済産業局 資源エネルギー環境部

カーボンニュートラル推進課

関東経済産業局とりまとめ「カーボンニュートラルと地域企業の対応」の
最新版は以下のQRコードからダウンロードいただけます



関東経済産業局について

⚫関東経済産業局は、全国に8箇所設置されている経済産業省の地方機関の1つで、広
域関東圏（1都10県＝茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈
川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）を管轄。

⚫経済産業省のブロック機関として、経済産業省のミッション（国富の増大、エネルギーの
安定的かつ効率的な供給の確保）の達成を目指す。

⚫管内の企業、大学、自治体、消費者、関係機関等の皆様に対して、中小企業対策、
新規創業の促進、技術開発支援、環境リサイクル対策、エネルギー対策、消費者相談
などの様々な経済産業政策の実施に取り組んでいる。

【組織図】
総務・会計等、職員を支えるバックオフィス部門の他、企画・調査等、

政策の企画立案の基礎となる部門が属しています。

地域活性化に利用可能な各種施策を担当する部署が所属しています。

製造業・サービス業等の業種担当部署、消費者行政の担当部署等、

様々な業種毎の担当部署が所属しています。

電気・ガス等のエネルギーの安定供給を支える部署の他、省エネルギー・

新エネルギー・リサイクル等を推進する部署が所属しています。

東京・横浜の通商事務所では、事業者からの輸出入等に関する手続の

窓口業務を行っています。新潟アルコール事務所では、工業用アルコー

ルに関する窓口業務等を行っています。

総務企画部

地域経済部

産業部

資源エネルギー・
環境部
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2050年カーボンニュートラル実現に向けた政府の取組

⚫ 2020年10月の2050年CNの表明以降、その実現に向けて、グリーン成長戦略、第6次エネル
ギー基本計画等の各種戦略を策定、また、それらの実行に向けた施策を検討するため、GX実
行会議等を開催。

2021年

2022年

2050年カーボンニュートラルの表明（10月26日）

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果

以外の国民生活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方

向性（供給サイドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦

略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示
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✓ GXリーグ基本構想公表（2月1日経済産業省）
➢ GXへの挑戦を行い、持続的な成長実現を目指す企業群や官・学と共に協働する場の提供

✓ クリーンエネルギー戦略の中間整理（5月19日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）

✓ GX実行会議（7月27日官邸に設置）



（出典）経済産業省HP
「GX実現に向けた基本方針」が閣議決定さ
れました 3

GX実現に向けた基本方針

⚫ 日本におけるGX実現のため、今後10年を見据えた取組の方針をまとめるとともに、ロー
ドマップを示した「GX実現に向けた基本方針」を２月10日に閣議決定。

⚫ 米プリンストン大学上席研究員の真鍋淑
郎（まなべ しゅくろう）さんが2021年に
ノーベル物理学書を受賞

⚫ 「気候変動モデル」を開発。IPCCの第1
次評価報告書の執筆責任者の1人

基本方針のポイント

◆ 「規制」と「支援」を一体型で推進していく
というコンセプト

◆ GXを加速させ、日本の産業競争力強
化と経済成長に繋げていく

◆ エネルギーの安定供給確保を大前提とし
て、GXに向けた具体的な取組を記載

◆ その取組を実現するための政策ツールと
して「成長志向型カーボンプライシング構
想」を実現・実行

◆ グローバルな動向等による影響を反映さ
せるため、「GX実行会議」等で定期的な
進捗評価を実施

◆ これらに必要な関連法案を提出する



（出典）経済産業省ホームページ「GX実現に向けた基本方針」が閣議決定されました 4

GX推進法（概要）



（出典）2022年12月22日 GX実行会議（第５回）資料２ 5



6（出典）2022年1１月2９日 GX実行会議（第４回）資料１



7（出典）2022年1１月2９日 GX実行会議（第４回）資料１
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経済産業省の中小企業のカーボンニュートラル支援策

（出典）経済産業省ホームページ：https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf

⚫ 経済産業省のホームページにて中小企業のカーボンニュートラル支援策をと
りまとめて公開。
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設備投資関連施策

（出典）経済産業省ホームページ：https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf

⚫ フローチャートの「補助金」や「融資・税制等」について、「対象」「要
件」「補助額等」について一覧化。
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支援策（オンライン相談窓口）
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支援策（省エネお助け隊）
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支援策（省エネ最適化診断）

➢ 「省エネ最適化診断」と「省エネお助け隊の省エネ診断」の比較

どちらも省エネ診断を実施しており、どこに違いがあるのかわからない・・・と
いう方のために両サイトで、「診断対象」や「主な診断内容」、「特徴」等に
ついて比較表を公開している。

（参照）
省エネセンター：
https://www.shindannet.jp/pdf/comparison_chart.pdf
省エネお助け隊ポータル：https://www.shoeneportal.jp/admin/master/assets/
download/2022/hikaku.pdf
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支援策（省エネ補助金）

今後のスケジュール

〇令和４年度第２次補正予算
３月下旬 １次公募開始
５月下旬 ２次公募開始

〇令和４年度補正～令和６年度にかけて、切れ目なく事業を実施する。
⇒投資のタイミングに合わせて活用可能。

（参照）
省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業（A、B、D）：
https://sii.or.jp/senshin04r/
省エネルギー投資促進支援事業（C、D）：https://sii.or.jp/shitei04r/
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支援策（カーボンニュートラルに向けた投資促進税制）
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支援策（事業再構築補助金）

今後のスケジュール

〇令和４年度第２次補正予算
令和５年３月下旬頃公募開始予定
令和５年度末までに３回程度の公募を実施予定
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施策説明動画（中小企業庁ホームページ）

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/

⚫ 中小企業庁では、経済産業省関連施策（令和4年度補正予算・令和5年度当初予
算等）のうち、中小事業支援策について整理している。
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施策説明動画（関東経済産業局ホームページ）

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/movie_index.html

⚫ 関東経済産業局では、経済産業省関連施策（令和4年度補正予算・令和5年度当
初予算等）のうち、主に中堅・中小事業者の皆様が幅広く御利用いただける支援策に
ついて、解説付きの説明動画を配信しております。



参考情報
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（参考）カーボンニュートラル関連イベントの実施

⚫ 「CNオムニバスイベント第3弾」として、「カーボンニュートラルセミナー ～地域産業における脱炭
素社会での未来像を語る～」を開催し、地域企業のGXに向けた新たな挑戦を後押し。
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＜CNオムニバスイベント第3弾＞

カーボンニュートラルセミナー
～地域産業における脱炭素社会での未来像を語る～

■日時：2023年3月20日（月）14:00~16:00
■方法：オンライン開催（YouTube ライブ配信）
■内容：先行的に取り組む地域企業の新たな技術や価値観

などによるチャレンジ等を紹介。

＜CNオムニバスイベント第1弾＞
カーボンニュートラルイノベーションピッチ

＜CNオムニバスイベント第２弾＞
エネルギー使用合理化シンポジウム
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（参考）カーボンニュートラルに関するポータルサイト

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/cn_shiryo.html

HP:

ガイダンス資料:

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/kanto_cn.html
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/data/cn_shien_pr3fyr_pr4fy.pdf
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/ene_koho/ondanka/cn_shiryo.html


（参考）エネルギー広報・温暖化対策（メールマガジン 「エネマガ」）

⚫ 関東経済産業局ではエネルギーに関連する最新情報を掲載したメールマガジンを配信
（約3,800名）しています。

• エネルギーに関するセミナー等のイベント案内
• エネルギー・温暖化対策に関する補助金等の情報提供
• 週１回程度配信予定

関東経済産業局 メルマガ

◆お問合せ先◆

関東経済産業局 総合エネルギー広報室

TEL 048-600-0356
メール kanto-chiikiene@meti.go.jp
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お問い合わせ先

関東経済産業局資源エネルギー環境部

カーボンニュートラル推進チーム
カーボンニュートラル推進課

bzl-cn_kanto@meti.go.jp


